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第３回定例会において本委員会に付託された案件は、第８９号議案平

成２７年度大分県病院事業会計決算の認定について、第９０号議案平成

２７年度大分県電気事業会計利益の処分及び決算の認定について、第９

１号議案平成２７年度大分県工業用水道事業会計利益の処分及び決算の

認定について、第９２号議案平成２７年度大分県一般会計歳入歳出決算

の認定について及び第９３号議案から第１０３号議案までの平成２７年

度各特別会計歳入歳出決算の認定についてである。

委員会は、１０月４日から１１月２日までの間に７回開催し、会計管

理者及び監査委員並びに部局長ほか関係者の出席、説明を求め、予算の

執行が適正かつ効果的に行われたか、また、その結果、どのような事業

効果がもたらされたか等について慎重に審査した。

以下、決算の概要及び審査結果について報告する。

１ 決算の概要

（１）平成２７年度一般会計及び各特別会計歳入歳出決算の概要につ

いて

①一般会計

平成２７年度の一般会計の歳入決算額は、５，９２７億７，６２０万

円余で、前年度に比べ２９億８，９１０万円余（０．５１％）増加した。

歳出決算額は、５，８１７億７，８７０万円余で、前年度に比べ７６億

８，７９４万円余（１．３４％）増加した。

この結果、形式収支は、１０９億９，７４９万円余の黒字で、形式収

支から翌年度に繰り越すべき財源を差し引いた実質収支は、２６億９，

５９６万円余の黒字となっており、実質収支から前年度実質収支を引い

た単年度収支も、３，６１３万円余の黒字となっている。

収入未済額は、２８億７６９万円余で、個人県民税など県税の収入未

済が５億７，２４０万円余減少したこと等により、前年度に比べ５億８，

３６８万円余（１７．２１％）減少している。

不納欠損額は、４億４，８６６万円余で、前年度に比べ、軽油引取税

の不納欠損額の増加等により、１億９，４４２万円余（７６．４７％）

増加している。

②特別会計

１１の特別会計の歳入決算額の合計は、１，１０６億７，７９８万円

余で、前年度に比べ２２２億２，６７９万円余（１６．７２％）減少し、
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歳出決算額は、１，０９０億３３８万円余で、前年度に比べ２２２億８，

９４２万円余（１６．９８％）減少している。

この結果、形式収支、実質収支とも１６億７，４６０万円余、単年度

収支は、６，６６３万円余、それぞれ黒字となっている。

収入未済額は、１２億４，９８６万円余で、流通業務団地造成事業等

が増加したことにより、前年度に比べ８，７３０万円余（７．５１％）

増加している。

なお、不納欠損額は、生じていない。

（２）平成２７年度大分県病院事業会計決算の概要について

平成２７年度の大分県病院事業の経営成績は、医業収益が１３９億４，

０１０万円余（金額は消費税及び地方消費税抜き。以下同じ。）で、前

年度に比べ７億２，３４０万円余（５．５％）増加している。これは、

前年度に比べ、入院収益が２億６，９１４万円余、外来収益が４億４，

４０１万円余増加したことなどによるものである。

医業費用は、１４０億３，３３５万円余で、前年度に比べ３億８，９

４１万円余（２．９％）増加している。

これにより、医業損失は９，３２４万円余となり、前年度に比べ３億

３，３９９万円余（７８．２％）減少している。

医業収益に医業外収益、特別利益を合わせた総収益は、１５５億９，

８２５万円余で、これに対し、医業費用に医業外費用、特別損失を合わ

せた総費用は、１４７億８，４３９万円余で、新会計基準への移行に伴

い前年度に一括計上した退職給付引当金の減等により特別損失が大きく

減少したことで、前年度に比べ３４億９，４１７万円余（１９．１％）

減少した。

これにより、前年度の純損失３１億７，４４５万円余から８億１，３

８５万円余の純利益となった。

この結果、これまでの累積欠損金を解消し、平成１８年度から地方公

営企業法の全部適用への移行による経営健全化の取組を開始して以降、

初めて利益剰余金６億１，７５５万円余を確保した。
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（３) 平成２７年度大分県電気事業会計及び大分県工業用水道事業会計

決算の概要について

①電気事業会計

平成２７年度における電気事業の経営成績は、総収益が２２億６７５

万円余（金額は消費税及び地方消費税抜き。以下同じ。）で、前年度に

比べ３，９４１万円余（１．８％）減少し、総費用は、１８億７，９０

４万円余で、前年度に比べ７，５４５万円余（３．９％）減少している。

この結果、純利益は３億２，７７１万円余となり、前年度に比べ３，

６０４万円余（１２．４％）増加している。

②工業用水道事業会計

平成２７年度における工業用水道事業の経営成績は、総収益が２２億

９，３５３万余円で、前年度に比べ４，８００万円余（２．０％）減少

し、総費用は、１６億５，０１９万円余で、前年度に比べ９，３１９万

円余（５．３％）減少している。

この結果、総利益は６億４，３３３万円余となり、前年度に比べ４，

５１９万円余（７．６％）増加している。

２ 審査結果

平成２７年度の予算に計上された各般の事務事業は議決の趣旨に沿っ

て概ね適正な執行が行われており、総じて順調な成果を収めているもの

と認められる。

審査の結果、第８９号議案平成２７年度大分県病院事業会計決算の認

定については、認定すべきもの、第９０号議案平成２７年度大分県電気

事業会計利益の処分及び決算の認定について並びに第９１号議案平成２

７年度大分県工業用水道事業会計利益の処分及び決算の認定について

は、可決及び認定すべきもの、第９２号議案から第１０３号議案までの

平成２７年度大分県一般会計及び各特別会計歳入歳出決算の認定につい

ては、いずれも認定すべきものと決定した。

なお、本委員会として、今後、特に改善あるいは検討を求める事項に

ついて、次の項目にとりまとめたので、平成２９年度の予算案に反映さ

せるなど、適時適切な処理を講じられたい。
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（１）財政運営の健全化について

平成２７年度普通会計決算では、財政構造の弾力性を示す指標である

経常収支比率は、９３．６％と前年度の９３．２％に比べ０．４ポイン

ト悪化しているが、財政健全化判断比率の将来負担比率は、１５７．０

％と前年度に比べ８．７ポイント低下するなど、改善している。

また、県債残高は、１兆４０５億８９８万円余と前年度に比べ８２億

４４７万円余（０．８％）減少している。

一方、平成２４年に策定した「行財政高度化指針」の最終年を迎え、

歳出の削減及び歳入の確保に取り組んだ結果、平成２７年度末の財政調

整用基金残高は、指針策定時の試算額を１１０億円上回る４３３億円を

確保した。県債についても、臨時財政対策債を除いた残高は、前年度に

比べ２５８億円減少し、６，５６９億円となっており、１４年連続の減

少を果たすとともに、実質公債費比率も１２．７％と前年度に比べ１．

７ポイント減少するなど着実に削減が進められている。

しかしながら、高齢化の進行に伴う社会保障関係経費の増加、県有施

設の老朽化や大型イベントの連続開催などにより歳出の増大が見込まれ

る一方、地方交付税制度が見直されるなど財政環境が厳しさを増す中、

新長期総合計画「安心・活力・発展プラン２０１５」の確実な実施に向

け、更なる効率的・効果的な行財政運営が求められる。

そのため、今後の施策推進にあたっては、「行財政改革アクションプ

ラン」に基づき、各財政指標に留意しながら、引き続き、歳入の確保と

歳出の削減に努めるなど、健全な財政運営に尽力されたい。

また、多様化する県民ニーズに対応した施策を推進しつつ、本年４月

に発生した熊本地震など災害等の不測の事態に対応できるよう、財政調

整用基金残高の確保などにより、一層の行財政基盤の強化が図られるよ

う努められたい。

（２）収入未済の解消について

収入未済の解消については、これまで各機関で徴収技術の向上に努め

るなど取組の強化が図られている。平成２７年度一般会計及び特別会計

の収入未済額は、県税及び中小企業設備導入資金償還金などが減少した

ことにより、４０億５，７５６万円余と前年度に比べ４億９，６３８万

円余減少し、６年続けて前年度を下回るなど一定の成果が得られている。

しかしながら、個人県民税をはじめとする県税の滞納、貸付金償還金

の未収など、収入未済額全体としては、依然として多額にのぼっている。

厳しい財政状況の下、財源の確保及び負担の公平性の観点から、引き

続き収入未済額の縮減と新たな未収金の発生防止に努められたい。
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（３）個別事項について

①ふるさと大分ＵＩＪターン推進事業及び移住者居住支援事業につ

いて

大分県人口ビジョンでは、２０１４年時点で約１１７万人の人口

が、何も対策を講じなければ、２０４０年に９６万人、今世紀末に

約４４万人に減少するとの推計結果を示す一方で、合計特殊出生率

の向上等の自然増対策や転出防止・転入促進等の社会増対策を講じ

ることで、２０４０年に１０４万人、今世紀末でも１００万人に近

い人口を維持できるという将来展望を示している。

大分県では、社会増対策として、ふるさとＵＩＪターン推進事業

や移住者居住支援事業に取り組み、一定の成果を上げているが、地

域間競争が激化している中で、移住相談者に寄り添った懇切丁寧な

応対や移住希望者の多様なニーズへの柔軟な対応等、引き続き、社

会増対策の柱の事業として取組の強化やその検証に努められたい。

②県民の結婚、妊娠・出産の希望を叶える取組について

人口減少を食い止め、将来にわたって大分県の活力を維持するた

めには、移住促進や企業誘致などの社会増を図る取組に加えて、県

民の結婚、妊娠・出産、子育ての希望の実現など、自然増に向けた

取組を進めることが重要である。

ついては、市町村・ＮＰＯ・企業等との協働による出会いの場づ

くりをはじめ、県民の機運醸成を図るための取組を積極的に行うと

ともに、平成２７年度に拡充した特定不妊治療費などの助成事業の

更なる周知を行うなど、結婚、妊娠・出産を望む県民の思いを実現

できるよう、最大限努力されたい。

③動物愛護協働推進事業について

本県の平成２７年度の犬・猫の殺処分数は、犬が３６６頭、猫が

２，３２２頭と依然として多く、県による引取り頭数を減らすとと

もに、新たな飼養者への譲渡頭数を増やすなどの取組が必要である。

ついては、飼養者への終生飼養の周知・啓発を広く行うとともに、

ボランティア団体、獣医師会等との連携による譲渡機会の増加や猫

不妊去勢手術助成事業の推進に努められたい。
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また、平成３０年度内を目標としているおおいた動物愛護センタ

ー（仮称）の開設により、犬・猫の殺処分の減少対策を更に推進で

きるよう、万全を期していただきたい。

④自主防災活動促進事業について

本年４月に発生した熊本地震では、本県にも大きな被害がもたら

されたが、今後５０年の間に９０％程度の確率で発生することが懸

念されている南海トラフ巨大地震をはじめ、風水害など大規模災害

に迅速かつ的確に対応できる体制整備が喫緊の課題となっている。

自主防災組織は、平常時における住民の防災意識の啓発や、災害

発生時の住民避難、避難所運営等に大きな役割を果たすことが期待

されている。

県内の自主防災組織の組織率は高いものの、その活動を活性化さ

せることが肝要であるので、要の人材となる防災士の養成・スキル

アップを図るとともに、今回の熊本地震の反省を踏まえ、実践的な

防災訓練の実施などに市町村と連携して一層努められたい。

⑤フラッグショップ活用推進事業について

フラッグショップ坐来大分は、①おおいたブランドの確立、②大

分の素材を生かした魅力ある商品の開発、③農林水産物及び加工品

の販路拡大、④挑戦する人材の育成を目的として平成１８年４月に

設置された。

坐来大分では、大分の新鮮な食材を使った料理と上質できめ細か

いサービスの提供が来店者から広く支持され、平成２７年度は前年

度に比べ来客数が増加している。

しかし、開設から１０年を経過した坐来大分が、今後おおいたブ

ランドの旗艦店として、更にその機能を発揮させるため、より効果

的な情報発信や、ホテル、飲食店等のノウハウを有する民間事業者

との連携を図るよう努められたい。

⑥中小企業の支援について

国では、「日本再興戦略２０１６」において、今後の生産性革命

を主導する最大の鍵は、ＩｏＴ、ビッグデータ、人工知能などを活
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用する「第４次産業革命」であると掲げている。

さらには、「ニッポン一億総活躍プラン」において、最大のチャ

レンジは「働き方改革」と位置づけている。

人口減少による労働力不足や消費縮小が懸念される中、仕事を創

出し、人材を呼び込む地方創生に向け、ＩＴ立県を目指し、中小企

業の活躍の場を広げるよう努められるとともに、中小企業が優秀な

人材を確保できるよう、ワーク・ライフ・バランスの推進を図られ

たい。

⑦農産物の地産地消推進について

安全な農産物に対するマーケットの要求が年々高まるなか、大分

県では新たな農産物認証制度を開始するとともに、直売所の連携強

化や、消費者参加型のコンテストを開催して商品化につなげるなど、

魅力向上の取組を行っている。

地域農産物に対する消費者の愛着を高めることは、県内市場の消

費拡大を促進するだけでなく、農業への関心を高め、担い手確保に

つながることも期待される。

このため、安心いちばんおおいた産農産物認証制度によって消費

者・生産者の双方に安全な農産物の浸透を図るとともに、民間企業

等と連携した県産加工品開発、直売所の支援などにより、地産地消

の一層の推進に努められたい。

⑧木造住宅耐震化及び高齢者・子育て世帯リフォーム支援事業につ

いて

今年４月に発生した熊本地震により、７千棟を超える住宅被害が

発生するなど、地震の脅威から県民の生命・財産を守るためには、

木造住宅耐震化の推進は喫緊の課題となっている。

また、少子高齢化が進行する中、高齢者や子育て世帯の安全・安

心のための住宅整備も必要である。

ついては、県民が安全かつ安心して暮らせる住環境を確保するた

め、両事業の積極的な周知を行うとともに、県民がより利用しやす

くなるよう努められたい。
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⑨港湾施設等の適正な管理について

船舶の係留については、大分県港湾施設管理条例第３条の規定に

よる港湾使用許可を受けていない船舶係留が見受けられる。負担の

公平性という観点から、港湾管理者として施設利用者の把握や、使

用料の確実な徴収を進めることが重要である。

また、河川や海岸においても不法係留船舶が見受けられるので、

適正に対応する必要がある。

今後は、港湾施設等の適正な利用を確保するため、不法係留船舶

の把握とともに、許可申請の指導等に努められたい。

⑩地元中小企業の受注機会の確保について

大分県の中小企業は、企業数で９９％以上、従業者数で約８５％

を占め、本県経済社会の発展に大きな役割を果たしている。

県では、平成２７年度に策定した行財政改革アクションプランの

庁舎等維持管理費の見直しにおいて、機械警備、清掃等の委託業務

については、近隣の複数庁舎における一括入札の拡大による委託料

節減の方針を示している。

今後の厳しい財政環境を踏まえ、経費の節減は重要な課題である

が、入札条件の設定にあたっては、地域経済を支える地元中小企業

にしわ寄せが生じることがないよう、受注機会の確保について、十

分配慮されたい。

⑪学校における相談支援体制の強化について

いじめ・不登校の要因・背景は多様化しており、貧困など家庭環

境に起因する問題も見受けられ、不登校児童生徒の学校復帰率は目

標を大きく下回っている。

このため、児童生徒がどのような支援を求めているかを正しく見

極め、適切に支援していくことが求められている。

ついては、専門的な知見から児童生徒を支援するスクールカウン

セラーの人材確保やスキルアップを図るとともに、現場教職員や平

成２８年度に配置したスクールソーシャルワーカー並びに児童相談

所や福祉事務所等関係機関との連携を強化し、更なる相談支援体制

の充実に努められたい。

また、子どもの貧困対策が大きな課題となっていることから、国
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の動向を注視しつつ、奨学金の貸与のあり方についても検討してい

ただきたい。

⑫警察職員の育成について

近年、警察職員は、団塊世代の退職により若手職員の比率が高ま

っており、若手職員の早期戦力化が課題となっている。

ついては、ベテラン職員の経験やノウハウを若手職員につなげる

とともに、高い倫理観と使命感を持ち、法令及び服務規律を遵守し、

県民の視点に立って職務を遂行する警察職員の育成に一層努められ

たい。


